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はじめに  
本研究は，標記に示したように近年の世界的経済危機が各国に波及する中で，それぞれの国で企  





正規職の縮減と非正規職の拡大とがどのように生じてきたかについて考察する。   
さらに，多様な雇用形態の浮上が，いわゆる『労働の二極化』だけではなく，韓国社会にいかな  
る新たな亀裂をもたらしているのか，という新しい論点に注目して，雇用管理問題を考察する。   
以上の論点について検討するならば，今日の「市場原理主義」の進行が，働く人間の観点から見  
てどれほど深刻な問題をもたらしているか，従って，韓国の新しい労使関係・雇用関係がいかなる  












真路，起亜自動車などの財閥系大手企業の財務悪化が本格化し，不健全な経営および大型融資を行っ   



































企業体質を大きく変えることになった。   
この「整理解雇法」実施は，企業グループの一括公開採用，系列企業への配置など中央集権的採  
用慣行に変化をもたらす。つまり，企業側は，優秀な人材の確保のためには愛社心や入社後の教育  
よりも，労働者の能力の有無をより強化すると，労働者側も労働条件の選択ニーズが高まる。と同   





































勤続年数が中心となっている「年功制」ではなく，個人の昇進試験へのクリア能力や業濱成果の結   






































モニーのように行っている。一般的に，「名誉退職」や「希望退職」対象年齢は，40～45歳となって   
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いる。余談であるが，56歳まで働くヒトがほとんどいなくなった情勢に50歳を超えて働くことが野  
感を買う世の中になってきている。   
現に，2009年『就業ポータル・インタータルト』が行った採用マーケット・トレンドについて行った  
調査結果によると，男性の入社年齢は29歳で，定年年齢予想は44歳であった。企業が求めている  
能力（spectacle）を保持するため，1～2回の休学が必要となるため，入社年齢が高くなっている。   
同じ『就業ポータル・インタータルト』が2010年3月，勤労者を対象に，「現在の職場における  
自分の定年退職予想年齢」を質問した調査結果からも，平均退職年齢は46．4歳であり，いわゆる「38  






①38線 → 38歳が名誉退職ガイドライン年齢（30代半ば～後半）  
②45定 → 45歳は，定年退職する年齢   （40代半ば～後半）  




















は何を示しているのだろうか。   
後述する「年俸制」については，まだ残存する「年功」的要素として50歳という賃金カープの高   
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いところを残してはいるが，その年齢層は上記のように役員層化している。このことからも，長期  
勤続人があまりいなく，高賃金ゾーン人材がいないため賃金を抑え，総額賃金管理がしやすくなっ  


















長期永続性を半ば放棄する新たな雇用形態の採用へと踏み込むこととなった。   
それは，これまで原則として禁止されてきた雇用の弾力化を本格的に導入し，他方で雇用の長期  
継続性を廃止するという，抜本的な弾力化によって，労働者派遣制度などの合法化により，非正親  











イメージだけではない。経済のソフト化，価値観の変化が進むなか，一つの職場に縛られず自由に   
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自分が好きな仕事を選ぶことができることや，主婦たちの家事をも平行できる派遣勤労業務は今の  



















（図1）韓国の非正規労動者数の推移  （単位：千人）  
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（出所）労開r芳田白8J98年，2003年，2008年各年度を参考に筆者作成。   
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年のIMF経済危機以降は，425万5千人から一気に517万2千人へと急増していることがわかる。  
つまり，韓国の経済活動人口2500万人のうち，2008年現在，570万人，約4人に1人（25％）が非  












・法制定目的 → 非正規職の持続的増加防止，差別的処遇の改善による社会の両極化の防止  
・保護方法  → 初期契約2年を超え，継続雇用時，正規職転換を義務化  
・罰則規定  → 現金2000万ウォン，1年未満懲役  
（出所）労働部「韓国労働統計年鑑J2008年データを参考に筆者作成。  
（図2）非正規職の正規職へ転換負担への対応策  
（出所）中央日報「非正規転換負担への対応弟」2008年3月9日，翻訳，転写。   
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千人と若干減ってはいるが，勤労形態別雇用規模が示しているように，合理化に対する企業の素早  
い反応は，正規職へ転換する負担のかかる契約社員などの採用を減らし，アルバイトや短期間の時  
間制労働者へ乗り換えているのがわかる。   
従って，2007年7月から『非正規職保蓄法』が制定されてわずか半年くらいで，非正規職の処遇  
がよくなるどころか，むしろ劣悪な環境の時間制やパートの非正規職は7万1千人増やされている  
ことがわかる。労働者保護法が，労働者を守れない，形式的な「ザル法」化されつつある。   
以上のようにIMF経済危機以後，企業の人事労務管理は合理化追求中心に変化している。  
2．賃金労働者から自営業者へ   
企業のリストラ策にあった多くの中高年者の生計図は，手っ取り早く，少ない資本で始められる  
職業にならざるを得ない。現に，取り組みやすい，小規模生計型自営業が増えている。   
経済危機直前の1996年度における自衛業者数は，5，710千名であったが，経済危機以後，次第に  














2010年6月23日。   
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1．能力形成競争の激化   
前述のように，企業の厳しい採用管理における能力選別強化により，教育の競争が激化している。  
このことは，早ければ高校から，おそくとも大学進学後には，就職を意識した能力形成競争が始っ  



















るが，十分回収しないうちに排除されてしまうという，労働力市場における需用と供給の強引な排   
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除がおきって，労働者側が労働力を形成していった成果を回収できないままに，社会的に早老化さ  






























民年金さえも危機であるという政府系の統計が出ているほどである。   
次の（図4）は，1988年からスタートした韓国の国民年金制度の規模と将来展望とを示したもの  
である19）。   
現在の韓国の年金賦課方式は，月給400万以下の低所得の労働者と，400万～1000万以上の高所  
得者も最大保険料である165，600ウォンと同額とされているため，不公平感が起こっている。年金  
スタート時点の歴史が浅い上，財源不足により60歳からの受給が65歳に伸ばされている。少子化   
経済と経営 41巻1号   







2002年   
年度  
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（出所）東亜日報「国民年金基金2060年から枯渇2044年から赤字」2008年8月18日を参考に筆者作成。   
による保険料納付人員の減少と高所得者の所得に見合った保険料を付加しないため，年金規模が縮  




韓国での老後の生活に大きな不安を感じさせている。   
このように経済危機以後の韓国社会は，深く浸透し始めた「市場原理主義」の拡大により，様々  
なインパクトを受け，さまざまな歪な社会現象を引き起こしている。   
最も大きい問題は，従来型の人事労務管理を考えて人生設計を組んでいた人々が38線，45定，56  
泥という，早期退職で企業から排出され，行き場のない労働力の溜りができたこと，優秀な人材だ  
けが企業に残り，「企業栄えて民滅びる」という，かつてない社会へ変化していることである。   
後期高齢者年金問題で揺れている日本では，少子・高齢化の対策をも兼ねて，60～65歳定年延長  
制と，65歳の年金支給開始まで，再雇用制でカバーし，社会の安定的な移行を図っている。それに  














の能力向上のみによって昇進可能のため，退勤後も英語塾など資格取得に通っているサラリーマン   




































示されたものと推測される。   
日本でも近年，雇用の多様化・流動化が進んでいるが，韓国においては，非正規雇用の活用が日   












の責任を自覚し，雇用をめぐる国民的和解を求めて緊急な行動が求められる。   
以下に雇用をめぐる各ステークホルダーのそれぞれの役割と課題を考察する。  


















の肝いりで盛り上げても，花火のような一時的な効果では意味がない。   
現に政府の主な労働政策中，勤労基準法及び非正規職分野の政策目標到達度が最下位であると評  
価された。従って，政府の意思表明だけではなく，法的根拠を盛り込んだ根本的な処方策が求めら  
れる。   
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それを開くという意味である。経済危磯の際，政労使が議論し決めた結果による，今日の雇用情勢   
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韓国においても例外ではなかった。   
しかしながら，韓国での経験は，政府・経済界・労働界などの既存価値を根底から揺るがし，経   
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済原理と企業経営原理の大変革を強いるものであった。それは，韓国に様々な深刻な社会的亀裂を  
もたらし，雇用格差だけでなく，生活全般の社会格差を生み出している。   
それと同時に，金大中政権の政策転換により，財閥体制から「選択と集中」政策を通じて，産業  
特化戦略を生み出し，その中から今日，世界の先陣を切る高度なIT産業国家を生み出した「光」の  
側面をも強調されよう。   
ではこの先，韓国は，現状の政策・戦略の延長上に確実な成長と社会の安定等を展望できるだろ  
うか。この間いに答えるには，単純なことでは可能ではないが，本稿の論旨から展開されるべき要  
点のいくつかを指摘することは必要であろう。   
第一の論点は，雇用格差や労働の二極化と言う現象が，成功の「陰」として，韓国社会にのしか  
かっていることである。   
第二の論点は，若者を中心に8％超にもいたる高失業率と，非正規労働者が2人に1人に達する  
という「階級社会」問題を解決するために，新しい労働価値の創出と，格差是正から国民的全面成  
長への軌道を内外に示せるような抜本的な改革政策の提示が求められていることである。   
第三の論点として，最後に，韓国が東アジアで一人独自な先進国家となるに留まらず，近隣のア  
ジア諸国との深い連携の下に，より効率的で斬新な構想によって導かれる「超一流国家」への要件  




＊本論文は，平成21（2009）年度札幌大学留学研修制度による研究成果の一部である。記して感謝   
の意を表したい。   
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